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充当事業一覧

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

令　和　５　年　第　２　回　定　例　会　補　正　予　算

（第 ３ 号）一 般 会 計 補 正 予 算

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 １ 号）
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◇　一　般　会　計 （第３号）

補正前予算額 115,121,599千円に 1,520,839千円 を追加し、

総額 116,642,438千円 とする。

◎　歳　入

○ 国庫支出金 千円

・新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金追加 385,627 千円

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金追加 220,000 千円

・生活困窮者自立支援補助金追加 748 千円

・子ども・子育て支援交付金追加 17,600 千円

・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金追加 362,264 千円

○ 県支出金 千円

・一時預かり事業費補助金追加 17,600 千円

○ 寄附金 千円

・児童福祉費寄附金 30 千円

○ 繰入金 千円

・財政調整基金繰入金追加 516,970 千円

既計上額 4,894,497千円

1,520,839 千円

17,600

30

議案第43～44号資料

令 和 ５ 年 度  補 正 予 算 概 要

986,239

歳入合計

516,970
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◎　歳　出

○ 総務費 8,088 千円

・会計年度任用職員報酬追加（文化芸術振興費） 1,317 千円

・期末手当等（会計年度任用職員分）追加（文化芸術振興費） 259 千円

◎新所沢駅西口自転車駐車場整備事業 6,512 千円

○ 民生費 611,353 千円

◎過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 223,621 千円

　　　　　　　　　　　　　（価格高騰緊急支援給付金分）返還金

◎過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 215,533 千円

　　　　　　　　　　　　　（住民税非課税世帯等分）返還金

◎一般型一時預かり事業 57,800 千円

◎保育施設等応援事業（児童福祉運営費） 111,040 千円

・会計年度任用職員報酬追加（児童発達支援センター費） 1,542 千円

・期末手当等（会計年度任用職員分）追加 289 千円

（児童発達支援センター費）

◎ 32 千円

◎生活保護システム改修事業（令和5年度基準額等の見直し対応） 1,496 千円

○ 衛生費 756,601 千円

・特殊勤務手当減（感染症予防費） △ 285 千円

◎新型コロナウイルスワクチン接種事業 747,891 千円

・育児休業等代替人材派遣委託料追加 8,995 千円

○ 土木費 1,462 千円

・狭山ケ丘土地区画整理特別会計へ繰出追加 1,462 千円

○ 教育費 143,335 千円

◎保育施設等応援事業（私立幼稚園費） 50,960 千円

◎小中学校給食食材費補助事業 92,375 千円

1,520,839 千円

◎債務負担行為の補正

○ 変更（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

◎放課後児童健全育成事業委託料（事業概要調書は10ページ）

　　補正前 期 　間 令和6年度まで

限度額 130,070千円

　　補正後 期 　間 令和6年度まで

限度額 175,485千円

児童発達支援センター用品購入事業（松原学園運営事業の一環）

歳出合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。
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◇　狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 229,000千円に 1,462千円を追加し、

総額 230,462千円とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 1,462 千円

・一般会計繰入金追加 1,462 千円

1,462 千円

◎　歳　出

○ 狭山ケ丘土地区画整理事業費 1,462 千円

＜事務費＞

・報酬 1,053 千円

・職員手当等 152 千円

・共済費 209 千円

・旅費 36 千円

・委託料 12 千円

1,462 千円

◎継続費の補正     年割額の変更

歳入合計

歳出合計
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（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 115,121,599 116,642,438 1,520,839

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 229,000 230,462 1,462

 ○令和５年度　補正予算比較表

-
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款 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

総務費 新所沢駅西口自転車駐車場整備事業 6,512 防犯交通安全課 7

民生費 過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（価格高騰緊急支援給付金分）
返還金 223,621 福祉総務課

8

過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（住民税非課税世帯等分）返還
金 215,533 　　〃

9

放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ） - 青少年課 10

一般型一時預かり事業 57,800 こども支援課 11

保育施設等応援事業（児童福祉運営費） 111,040 保育幼稚園課 12

児童発達支援センター用品購入事業（松原学園運営事業の一環） 32 こども福祉課 13

生活保護システム改修事業（令和5年度基準額等の見直し対応） 1,496 生活福祉課 14

衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種事業 747,891 健康管理課 15

教育費 保育施設等応援事業（私立幼稚園費） 50,960 保育幼稚園課 12

小中学校給食食材費補助事業 92,375 保健給食課 16

令和５年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
6
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款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　防犯交通安全課

2 1 12 説明 自転車対策費

事業名 新所沢駅西口自転車駐車場整備事業
なし

事業費総額 ６,５１２ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 交通安全

基
本
方
針

放置自転車対策の推進
コード 182

根拠法令等 所沢市自転車駐車場条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

新所沢パルコの地下に設置している新所沢駅西口第3自転車駐車場について、
同店閉店後も引き続き継続運営できないか検討を行ってきたが、単独運営する
ことが困難であるとの結論に至った。

このことから新所沢駅西口第3自転車駐車場の利用者を円滑に新所沢駅西口第
1及び第4自転車駐車場で受け入れるため、施設の整備を行うものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年8月～令和6年2月：新所沢駅西口第1及び第4自転車駐車場整備
　・令和6年2月29日　　　　：新所沢パルコ閉店及び新所沢駅西口第3自転車駐
　　　　　　　　　　　　　　車場廃止

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 62 自転車駐車場整備業務委託料 6,512

計 6,512
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

他の自治体においても、自転車駐車場の廃止や統合に合わせ整備を行ってい
る。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
7
 
-



款 項 目 17 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、返還金が生じた場合は同様の対応を行っている。 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

計 223,621
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款

22 61
過年度分子育て世帯等臨時特別支援
事業費補助金（高騰分）返還金

223,621

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

科 目 名 称 予算額(千円)

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくりコード 123

根拠法令等 令和4年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱（国）
款 名 称

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 地域福祉

基
本
方
針

1 説明 住民税非課税世帯等価格高騰緊急支援給付金費

事業名
過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（価格高騰緊急支援
給付金分）返還金

事業費総額 ２２３,６２１ 千円

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金として、住民税非課税世帯等に対す
る価格高騰緊急支援給付金の事業費が交付されたが、令和4年度分の精算を行っ
たところ、所要額が概算交付済額を下回ったことから、不要額について返還す
るものである。

【返還額積算内訳】
　補助金  　　　      1,923,435,000円
　所要額　　 　  －)　1,699,814,128円
  返還金      　  　    223,620,872円

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　福祉総務課

3 1

-
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款 項 目 18 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

なし

事業費総額 ２１５,５３３ 千円

人と人との絆
を紡ぐまち

1 1 説明 住民税非課税世帯等臨時特別給付金費

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金として、住民税非課税世帯等に対す
る臨時特別給付金の事業費が交付されたが、令和3年度分及び令和4年度分の精
算を行ったところ、所要額が概算交付済額を下回ったことから、不要額につい
て返還するものである。

【返還額積算内訳】

                 　令和3年度　　　　   令和4年度
　補助金　　　　3,030,939,482円　　　979,551,000円
　所要額　　－）3,027,122,489円　　　767,835,684円
  返還金　　　　 　 3,816,993円　　　211,715,316円　合計 215,532,309円

事業名
過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（住民税非課税世帯
等分）返還金

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくりコード 123

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　福祉総務課

3

根拠法令等
令和3年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱（国）、令和
4年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

歳
　
入

節 地域福祉

基
本
方
針

歳出
歳入

　他の自治体においても、返還金が生じた場合は同様の対応を行っている。

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

61
過年度分子育て世帯等臨時特別支援
事業費補助金（非課税）返還金

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 215,533

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

計 215,533
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

-
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款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 1 説明 放課後児童健全育成費

事業名 放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ）

事業費総額 －　　

歳
　
入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
　
　
出

歳入

節 子育て環境

基
本
方
針

放課後児童クラブの充実
総合計画の体系

章
子どもが大切
にされるまち

款 款 名 称 科 目 名 称

コード 233

根拠法令等
児童福祉法、所沢市立児童クラブ条例、所沢市放課後児童健全育
成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

予算額(千円)

計
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

令和8年度(千円)

17,237

計

児童クラブの狭隘化や大規模化等を解消するため、早急に対応が必要な小学
校区に対しては、放課後児童健全育成事業の一環として、平成27年度から民設
民営児童クラブを設置しており、令和5年度からは11クラブでの運営となってい
る。

本事業は、南小学校区・所沢小学校区の保留児童対策として既存施設である
KIRACCO所沢の支援単位及び定員を増やす予定であること、また、公設の上新井
児童クラブの代替施設として民設民営の児童クラブを開設する予定であること
から、その経費について令和6年度の債務負担行為の限度額を変更するものであ
る。
（国・県補助：補助率　国基準額の1/3、県基準額の1/3）

【委託概要】
　・対象施設：KIRACCO所沢（1支援単位→2支援単位、定員40人→80人）
　　　　　　　上新井小学校区新規児童クラブ（2支援単位、定員80人）
　・委託期間：令和6年4月1日～令和7年3月31日

【債務負担行為】
　・事　項：放課後児童健全育成事業委託料
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：175,485千円（変更増額分　45,415千円）

県内においては、さいたま市、飯能市、狭山市等で民設民営児童クラブによ
る放課後児童健全育成事業を導入している。

歳出 45,415

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

-
 
1
0
 
-



款 項 目 12 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども支援課

3 2 1 説明 子育て支援事業費

事業名 一般型一時預かり事業

事業費総額 ５７,８００ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

基
本
方
針

子育て家庭への支援の充
実コード 212

根拠法令等 子ども・子育て支援法、一時預かり事業実施要綱（国）

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 子ども・子育て支援交付金 17,600

35,200

　本事業は、保育所等に児童が入所していない子育て家庭において、就労や日
常生活の突発的な事情等により、一時的に家庭での保育が困難となる場合に、
保育所等において児童を一時的に預かる事業である。
　今年度、保育所等への待機児童の増加が見込まれていることもあり、民間保
育所等への預かり人数に対する加算を設け、受入枠の拡充を図るため、必要な
経費について増額するものである。
（国・県補助：補助率　国基準額の1/3、県基準額の1/3）

【加算額】
　・利用児童1人当たり日額　2,000円

【受入見込数】
　当初受入見込数　　 増加見込数　　年度末受入見込数
　　19,300人　　 ＋ 　 9,600人　　　＝ 28,900人

17 県支出金 一時預かり事業費補助金 17,600

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 56 一般型一時預かり事業委託料 57,800

計 57,800
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、同様の事業を実施している。
歳入
歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 162,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　県内では、川越市、川口市、飯能市、越谷市等において、同様の事業を実施
する予定である。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

18 75
保育施設等応援事業費補助金(私立幼
稚園費)

50,960

137,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 92
保育施設等応援事業費補助金(児童福
祉運営費)

111,040

本事業は、電気・ガス・食料品等の価格高騰により、施設の運営経費が増大
する中、保護者に負担を求めることなく安定した施設運営ができるよう、保育
施設等に対して補助金を交付するものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・対象施設：市内の私立保育園(36)、認定こども園(8)、地域型保育事業
              施設(24)、私立幼稚園(19)、認可外保育施設(34)、幼稚園
              類似施設(2)　計123施設
　・補 助 額：児童1人当たり2万円×8,100人

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

137,000

子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実
コード 232

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱
（国）

事業名 保育施設等応援事業
なし

事業費総額 １６２,０００ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3・10 2・4 2・1 説明 児童福祉運営費・04 私立幼稚園費

-
 
1
2
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　児童発達支援センターの運営を行う他の自治体においても、こどもの発達を
サポートする用品購入を行っている。

事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 4 説明 児童発達支援センター費

事業名 児童発達支援センター用品購入事業（松原学園運営事業の一環）

事業費総額 ３２ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

30

基
本
方
針

障害児支援の充実
コード 221

根拠法令等 ―

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

19 寄附金 児童福祉費寄附金 30

本事業は、市民から寄附があり、松原学園のために役立ててほしいとの寄附
者の意向に沿い、こどもの発達をサポートするための用品を購入するものであ
る。

【購入用品】
　・平衡感覚と運動制御の発達をサポートする遊具：2個
　・視覚発達をサポートするタイムタイマー：1個

予算額(千円)

10 01 消耗品費 32

32
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳出
歳入

計

-
 
1
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

国による生活保護基準の見直しに伴い、他の自治体においても、同様の改修
が見込まれる。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　生活福祉課

3 3 1 説明 生活保護事務費

事業名 生活保護システム改修事業（令和5年度基準額等の見直し対応）
なし

事業費総額 １,４９６ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 生活保護法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 生活困窮者自立支援補助金 748

本事業は、国において生活保護基準の見直しが行われ、令和5年10月から施行
されることから、生活保護制度を効率的かつ適正に実施するため、生活保護シ
ステムを改修するものである。
（国補助：補助率1/2）

【改修概要】
　・生活扶助基準における基準額の算出方法の変更

計 748

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 62 生活保護システム改修委託料 1,496

計 1,496
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

なし

歳出

-
 
1
4
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

説明 新型コロナウイルスワクチン接種事業費

予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルスワクチ
ン接種対策費負担金

385,627

早期発見・疾
病予防

基
本
方
針

予防接種・感染症の情報提
供

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 2

コード 321

根拠法令等
予防接種法、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業実施要綱（国）、新型コロナ
ウイルスワクチン接種対策費国庫負担金交付要綱（国）

事業名 新型コロナウイルスワクチン接種事業

事業費総額 ７４７,８９１ 千円

総合計画の体系

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

747,891

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 31
新型コロナウイルスワクチン接種協
力報償

353,488

12 52
新型コロナウイルスワクチン接種委
託料

391,789

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

12 55
新型コロナウイルスワクチン移送委
託料

2,614

歳出

計 747,891
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

　法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施する。

令和5年3月8日に国の予防接種実施規則等が改正され、新型コロナウイルスワ
クチンの接種を令和6年3月31日まで実施することが決定された。

本市においても、乳幼児への接種、1・2回目未接種者への接種を継続するほ
か、追加接種を実施するために必要となる経費について増額するものである。

また、個別医療機関での接種を中心とした体制への移行を進めるため、埼玉
県より事務が移管される個別接種促進支援を実施するものである。
（国負担：負担率10/10、国補助：補助率10/10）

【実施概要】
　〇令和5年春夏接種（令和5年5月8日～8月31日）
　　・対 象 者：1・2回目接種が完了し、前回接種から3か月以上経過した者
　　　　　　　　で、65歳以上の者、5歳以上で基礎疾患を有する者、医療従
                事者等
　　・接種見込：約9万3千人
　〇令和5年秋冬接種（令和5年9月～12月を予定）
　　・対 象 者：1・2回目接種が完了し、前回接種から3か月以上経過した5歳
　　　　　　　　以上の者
　　・接種見込：約16万3千人
　〇個別接種促進支援：診療所が週100回以上の接種を4週間以上行った場合、
　　　　　　　　　　　週100回以上接種をした週の接種に1回当たり2,000円
　　　　　　　　　　　の支援を行う。

16 国庫支出金
新型コロナウイルスワクチ
ン接種体制確保事業費補助
金

362,264

歳入

なし

-
 
1
5
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

計 92,375

小中学校給食食材費補助金 92,375

計 83,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 46

本事業は、電気・ガス・食料品等の価格高騰の影響を受けている保護者に負
担を求めることなく、児童生徒に栄養バランスや量を保った学校給食を提供す
るため、学校に対し食材費の上昇分を補助するものである。
（国補助：補助率　定額）
　
【実施概要】
　・期　間：令和5年9月から令和6年3月まで
　・内　容：食材費上昇分を補助
　・補助額：学校給食センター分： 60,564,790円
　　　　　　単独校・親子方式分： 31,809,764円
　　　　　　　　　　計　　　　　 92,374,554円

予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

83,000

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

学校教育

基
本
方
針

健やかな体の育成
コード 254

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱
（国）

事業名 小中学校給食食材費補助事業
なし

事業費総額 ９２,３７５ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

県内では、川越市、飯能市、狭山市において同様の事業を実施する予定であ
る。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　保健給食課

10 6 3 説明 学校給食運営費

-
 
1
6
 
-



（単位：千円）

保育幼稚園課 保育施設等応援事業 児童福祉運営費・私立幼稚園費 162,000 137,000

保健給食課 小中学校給食食材費補助事業 学校給食運営費 92,375 83,000

合計 254,375 220,000

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時

交付金

-
 
1
7
 
-


